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研究ノート

行動経済学を通した PL 対策の効果的運営について

渡辺 欣洋
一般社団法人 PL 研究学会事務局長

一般社団法人 APL-Japan　理事
 

概要 : 私個人の過去 10 年の活動は、PL 法や消費者基本法に基づいた消費者の安全を目的に、主に事業者に
対して啓発活動を継続している。製品表示や望ましい取扱説明書の在り方など、事業者が製品やサービスを
提供する際に順守すべき課題について取り組みをしている。これら一連の PL に関した活動を「PL 対策」と
称して論じている。PL 対策が経営に直結する問題と考え、しかも重要な位置づけとして捉え、製品の安全
及び製品トレーサビリテイを重要課題として解決しなければならない問題と考える。この課題に取り組むに
おいて、行動経済学を通した人間の性質などを理解したうえでの活用の有効性などを述べてみた。内容は飽
くまでも私個人の見解である。なお、行動経済学は私にとって初めての知識であるが、PL 対策にも十分活
用できると判断し、参考にしながら記述した。
キーワード : PL 対策、行動経済学、消費者基本法、製品トレーサビリテイ

Effective management of product liability measures through 
behavioral economics 

Watanabe Kinyo

Abstract : My personal activities over the past 10 years have been continuing to educate businesses, mainly 
for the purpose of consumer safety based on the Product Liability Law and the Basic Consumer Law. We are 
working on issues that businesses should comply with when providing products and services, such as product 
labeling and desirable instruction manuals. This series of PL-related activities is referred to as ``PL counter-
measures'' and is discussed. We believe that PL measures are an issue that is directly connected to manage-
ment, and that it is of great importance, and we consider product safety and product traceability to be issues 
that must be resolved as important issues. In tackling this issue, I have tried to discuss the effectiveness of 
utilizing an understanding of human nature through behavioral economics. The content is strictly my own 
personal opinion. Although behavioral economics is new to me, I have judged that it can be fully utilized for PL 
measures, so I wrote about it while referring to it
.keywords : PL measures, behavioral economics, Basic Consumer Law, product traceability
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１．はじめに

　製品の安全への取り組みという言葉が使われ
てかなりの時間が経つが、世の中にどの程度浸
透しているのか不明な部分が多い。私が属して
いる一社）APL-Japan において、この製品の安
全対策に関するセミナーを開催すると一定数の
事業者（個人も含む）から参加の申し出を確認
できるが、大きく増えることはないのが現実で
ある。
　平成 7 年（1995 年）7 月に施行された PL 法は、
施行後 30 年に及び、その間一度も改正されて
いない。そのためか、現状では PL 法が業界活
動の表に出てくることは稀であり、その目的で
ある消費者の安全に寄与しているとは言い難い
し、一般に認識をされているか否かの現実があ
る。この間、事業者の消費者安全への取り組み
の進捗は、各々の事業者独自の方法で進んでお
り、従来の PL 法における事故前対策（PLP) や
事故後対策（PLD) などと称して取り組んでき
たが、通常の業務上で発生する取り組みとして
行われており、特に PL を意識した行動とは言
えないようだ。単なる製品事故への対応に過ぎ
ないものと言える。万が一、リコールを要する
PL 案件や事件が起きた場合、消費者庁への報
告により、同庁のリコール情報メールにて公開
されており、これが消費者への周知であり、事
業者の届け出義務は完了となる。また、大きな
リコール案件であれば、同方法以外に大手新聞
による広告掲載が最も有効な策であるとの考え
であった。しかし、既にご案内の通りこの手段
では消費者への満足できる周知はおろか回収の
効果は上がらず、新たな手段も施されず実績も
見えない状態が続いた。

　改めて「PL 対策」を日本語として理解する
と「製造物責任対策」ということになる。この
ように表現すると、PL 対策とは品質管理や品
質保証部門で行ってきた製品に対する消費者か
らの要望やトラブル対策のような狭義の意味で
はなく、事業者が提供する製品やサービスが消

費者にて使用され、その役割を全うし、廃棄
されるまでの市場における TQM（Total Quality 
Management）としての意味合いを持つことの
ように感じる。

　最近の事業者の消費者安全に関する取り組み
は望ましい方向に変化してきている可能性があ
る。しかし、行動経済学における研究において、
米国の著名な大学教授の研究結果によれは、米
国企業の経営者は消費者の存在に対して無関心
であるとの結果が示されている。富を持つ経営
者にとって日常に使う製品やサービス、そし
て食品など、安全性を考えることなく良質なも
のを得られる環境が、自らを消費者として考え
る必要性が無いため、消費者そのものへの意識
が存在しないのかも知れない。このような事か
ら、自らの事業が消費者によって支えられてい
ることに意識が及ばないのであろう。それは米
国だけではなく我が国の経営者層にも当てはま
ることかもしれない。例えば、小林製薬の紅麴
事件においても消費者（サプリ使用者）に対す
る TQM が社内で有効に機能し、使用者からの
情報に的確に対応していれば、これ程手遅れに
なり、かつ多くの犠牲を出すことはなかったと
判断する。結果として莫大な保証を余儀なくさ
れ、該当の事業を手放す結果となった。これは、
消費者に対する安全対策を蔑ろにした結果で、
従業員にも大きな犠牲を及ぼすことになった。
　それでは、トップを含め事業者が消費者を意
識した体制を構築するにはどのようにすること
が必要か。一つの答えが経済産業省から提出さ
れている。それは、「製品安全自己宣言制度」
による「流通小売り側と製造・輸入業者用のチ
ェックリスト」である。この取り組みを遵守す
ることを経営者自ら宣言するものであり、行政
としての意思を産業界へ示したものである。大
きな動きであることは確かである。これを受
け、事業者の取り組みが行政の目的通りに進ん
でくれることを願うものであるが、進捗の度合
いによっては追加の措置が施行され、我が国全
体の動きになることを期待している。
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時間はすでに限られているので短期間での成果
を望むものである。

　我が国として、Made in Japan 製品を世界市
場に拡販するためには、PL 対策を通して良質
な製品及び安全性とトレーサビリティを備え
たシステムにより、日本国のインフラとして
進める必要があると考える。これにより、米
国 FDA（ 米 国 食 品 医 薬 品 局 =Food and Drug 
Administration）の FSMA（米国食品安全強化
法 ＝ Ｆ ood Safety Modernization Act ）204 へ

の対応も可能となることで、デジタル市場での
存在価値を得る可能性も期待できると踏んでい
る。
　世界市場への拡大が進めば、製品の安全とは
直接結びつかないかもしれないが、我が国の財
政としての「デジタル赤字」（資料１）の削減
にも寄与できると考える。そのためにも成果を
上げる必要があり、短期間に望ましい結果を得
るために、国も事業者も我が国のために相互協
力により、日本独自のデジタルプラットフォー
ム構築に努める必要があると思う次第である。

資料１（日本のデジタル赤字は世界一）　

　我々は、事業者としては勿論であるが、上記
に示した我が国のインフラ構築を念頭に、PL
対策として望ましい製品トレーサビリティ確保
のツールの必要性を紹介している。しかし、ツ
ールに対する評価は良好であるものの、「どこ
か大手が使っていますか」との質問を受けるこ
とがある。他事業者での活用を確認してから採
用を検討する、いわゆる二番手商法の質問であ
る。効果があると判断されれば採用に向かう商
法であるが、AI 時代の最中において、果たし
て二番手商法は有効なのかと個人的には考えて
いる。
先行採用した事業者の結果が出るまでは、早く

て半年、通常は１～２年ほどは要すると思われ
る。その結果を見て採用した場合、結果を得る
までに同じような期間を要するとすれは、結果
を得た時点で、先行事業者より２～３年の遅れ
が発生し、その間先行事業者は、消費者の要請
に応えるため２段階も３段階も改善・改革を進
められていることが現実である。松下電器が二
番手商法で発展した時代は、情報量が少なく進
展スピードもゆっくりで、同じ価値観が長く
続く環境で成り立つっていたと考えられる。AI
時代のような超短期間で価値観が変化する時代
では、二番手商法で勝ち組になることはなかな
か考えづらい。



新 PL 研究第 8・9 号（2024）

44

　AI 時 代 の 二 番 手 商 法 の 有 効 性 に つ い て
ChatGPT に問うたところ、コスト削減効果や対
応時間短縮効果など現状と同じような効果があ
るとの答えであるが、考慮すべきポイントとし
て（資料２）の回答があった。やはり先手必勝
が望ましいと個人的に感じた。

 事業者としては、現状のシステムや運営方法
は常に陳腐化が進んでいることを理解し、常
に、新鮮なシステムや技能を探し続ける努力が
必要である。もし、新システム等の試行が可能
であれば、積極的に可能性を探る事業体制の構
築が必要であると考える。
　AI 時代は先行事業者が勝利する可能性が高
いと言える。

資料２（chatGPT が示す二番手商法が考慮すべきポイント）

　これらの動きを左右している意思決定は、事
業者の運営にも大きな影響を及ぼすことにな
り、意思決定までの動きについて「行動経済
学」の見地から見てみることは興味あるもので
ある。
　行動経済学の研究結果として「人間の意思決
定は非合理である」とダニエル・カールマン（ノ
ーベル賞受賞者）は言っているようだ。
つまり、外部からの新技法などの提案を受けた
場合、担当者単独では非合理的な判断を下すこ
とが多く、望ましい決定の可能性は低いと言え
る。つまり担当者も一人の人間であり、多くの
条件や人間関係を抱えた環境の影響を受けて合
理的な意思決定がでにくいとされている。よっ
て、事業者として常に新しい技術やノウハウを
取り入れようとするならば、新しい提案があれ
ば必ず専門組織で非合理な意思決定を避けるべ
く体制を用意することが望ましい。これは、今
後の事業者にとって必須の要件であると考え
る。もしかしたら、素晴らしいチャンスを担当
者独自の判断で見逃している可能性もあるかも
しれないからである。

２．人間の判断力

　人間は、行動経済学の見地から見て、「現状
維持バイアス」が強く、今あるものに囚われて
新しいことに目が向かない傾向がある。特に地
位が高い人間や高齢者が陥る傾向にある。
　また、人間には「心の会計」が存在し、同じ
金額でも取得や使用方法により自分の価値が異
なるメンタルカウンティングにより、無意識の
仕分けを行う「セイラー定義」が存在するとさ
れ、必要な出費を抑えてしまう傾向がある。つ
まり、例えば、自社の製品安全対策に費やす費
用は既に予算上で決められており、新たな望ま
しい対策が提示されても同じ勘定で使用される
ことには否定的な感情が働く傾向がある。同じ
額の支出でも安全対策ではない異なる目的のた
めの支出であれば承認されることは珍しいこと
ではないと言われている。このような傾向から
投資チャンスなどを逃している可能性を否定で
きない。
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　このような件について、相良奈美香行動経済
学博士は下記（資料３）のように述べている。

資料３（機会損失の問題）　

このような機会を失わないためには、自社の方
針や考え、または革新的システムへの整合性、
将来性などを見逃さないための仕組みを作り上
げておくことが必要であると考える。
では、どのような組織が望ましいかといえば、
その一例として国立学校法人電気通信大学名誉

教授鈴木和幸氏が、２０２４年５月に一般社団
法人 PL 研究学会・製品リコール研究部会にて
発表された『組織の安全文化への経営トップの
役割』の中で述べられた「優秀な人材が、力を
合わせて仕事をするためには」で述べられてい
る下記のもの（資料４）があります。

資料４（意思決定の望ましい組織）　
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資料４のような組織を全ての事業者が用意する
ことは不可能であろうが、このような意思を持
って先行投資などを決定することが望ましいと
考える。

３. 意思決定に関する行動経済学からの
      見解

　経済活動は「人間の行動の積み重ね」であり、
BtoB であれ BtoC であれ、企業の顧客は「人間」
であるため、人間の行動を理解することが重要
で、その連続が経済活動となっており、この活
動を研究することが行動経済学の目的である。
人間は、日々無数の判断に晒され、意識・無意
識を問わず一日最高 35,000 回の意思決定を行

って生活をしていると、ケンブリッジ大学バー
バラ・サハキアンが発見している。人間は生き
ていくうえで大きな問題、小さな問題を問わ
ず、常に何らかの意思決定を行いながら生活を
続けている。それは意識・無意識の状態で繰り
返されているということである。
　しかし、「人間の意思決定は非合理である」
とダニエル・カールマン（ノーベル経済学者）
は述べている。

「人間の認知のクセ」については、「行動経済学
が最強の学問である」に記載のある一部を下記

（資料５）に例示したが、今後も研究成果とし
て多くのクセが発表されることになりそうであ
る。

資料５（人間の認知のクセの抜粋））　
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４．終わりに

　海外 IT 大手（GAFAM など）は、行動経済学
を重要視し大きな専門組織を構成して経営に活
用している。Amazon は行動経済学により人間
の心理などの本質を研究し、マーケット戦略に
活用しているらしい。特に日本人の特性などを
利用し、製品やサービスの提供をスマホ通して
展開しているらしく、他の事業者も同様な行動
経済学を活用しているとされている。また、米
国の有名大学も本学門の専門講座を有し、益々
研究が盛んになっていると記述されている。
　私の思いとして、PL 対策も経営政策の一環
としてこの学問の研究結果を活用し、先にも述
べたように良質な Made in Japan の製品をデジ
タルツール活用して、我が国のインフラとして
世界市場に DX 展開する際に、行動経済学の「人
間の認知のクセ」を逆利用して支援ができるよ
うな施策を研究してみたいと考えている。
以上


